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Abstract
According to study about Legal History of the Codification of Civil Law and through the 
method of comparative law between Civil Codes of France, Germany and Japan, we try to 
construct the idea of the best Curriculum of Civil Law in the Faculty of Policy Science.
キーワ ドー：　民法　講義　法典編纂　民法典の普遍性
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グローバルなイニシアティブをとることになっているかについて Pomeranz,  Kenneth,  The 







－ローマは一日にして成らず』（1992 年、152 頁以下（新潮文庫版「ローマ人の物語第 2 巻」
2001 年、43 頁以下）。
（3）　「十二表法」以降の紀元前 5 世紀から「ユスティニアヌス法典」（後述 2）の 6 世紀までの
ことは、ローマ法史ないし歴史学に属する問題であり、筆者にも興味があるが、専門的研究
を踏まえているものではないので、本題を優先させるために他日を期するものとする。
民法典の構成と民法の講義体系（1）（山本）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 4 －
2．法の事典としての「法典」の編纂…ユスティニアヌス法典




である（5）。これは、「旧勅法彙纂 Codex Justinianus」「学説彙纂」「法学提要 Institutionus」
「新勅法 Novellae」からなる。
この内「学説彙纂」は 1528 巻 300 万行（6）からなる。この「学説彙纂」を 50 巻 15 万行に要



















全」https://ja. wikipedia. org/wiki/ ローマ法大全（2017 年 1 月 14 日）および「ローマ法」












Andrew, The Book in the Nenaissance, 2010 －アンドルー・ぺティグリー著／桑木野幸司
訳『印刷という革命－ルネサンスの本と日常生活』（2015 年）18 頁以下。
 　もっとも、ユスティニアヌス法典が巻物であったのか冊子であったのかは判らない。ただ、














































（8）　さまざまの文献に代えて Wieacker, Franz,  Privatrechtsgeschichte der Neuzeit unter 
besonderer Berücksichtigung der deutschen Entwicklung, 1952 －鈴木禄弥訳『近世私法史
－特にドイツにおける発展を顧慮して－』（1961 年、なお創文社は、刊行から 55 年を経た
今も本書を在庫しておられた。このことに示される学術書出版社としての見識に裏付けら
れた姿勢に深甚なる敬意と感謝を表したい）、上山安敏『法社会史』（1966 年）。

























領域ではないが、Gingerich, Owen, The Book nobody Read: Chasing the Revolutions of 




















































（14）　モンテスキュー『法の精神』（1748 年原典初版）第 6 部第 29 編（稲本洋之助訳）第 16 章、
岩波文庫版（1989 年）下巻 275 頁以下。
（15）　Hattenhauer, Hans, Einführung in die Geschichte des Preußischen Allgemeinen 
Landrechts, 1970（本論文は、プロイセン一般ラント法の全文公刊に際して付された解説で









（16）　Charmaz, Hans,  Zur Geschichte und Konstruktion der Vertagstypen im Schuldrecht mit 








ン一般ラント法のドイツ語全文は http://ra. smixx. de/Links-F-R/PrALR/prair. html（2017
年 1 月 14 日）。プロイセン一般ラント法は、Ⅰ　物権法（個人の財産法）　1 所有権の直接
の取得の態様、　2 その間接的取得の態様（債務法を含む）、3 死因による所有権取得（相続法）、
4 所有権の維持と喪失、5 共同所有、6 物に対する物的権利及び人的権利、Ⅱ　もろもろの










（1753 年、このほか 1751 年の刑事法典、1753 年の民事訴訟令がある）－ヴィーアッカー
／鈴木訳・前掲書 408 頁以下、および 1811 年のオーストリア一般民法典（原語に忠実に
訳せば「ドイツ本国のための一般民法典」Allgemeines Bürgerliches Gesetzbuch für die 





















ドイツでは、18 世紀初頭から多くの学者によって「パンデクテン Pandekten 教科書」が書
かれ、パンデクテンの体系にしたがって民法について語る形がとられてきた（24）。しかし、国
家制定法としての民法典の誕生は 19 世紀末、ドイツ帝国の誕生後に取り組まれた（25）。
ドイツ民法典は以下のように 5 編で構成されている。「第一編　総則｣ は人（権利能
力（自然人と法人））・物（有体物）・期間・法律行為・代理など、「第二編　債務関係 





























































（24）　ヴィーアッカー／鈴木訳・前掲書「第 3 部　理性法論の時代」（267 頁以下）および「第
4 部　歴史学派・パンデクテン法学および民事法的実証主義」（443 頁以下）。
 　Institution 体系とパンデクテン体系とは、ユスティニアヌスによるローマ法大全の時代に
















の 1877 年に民事訴訟法と破産法が、1879 年に裁判所構成法が制定され、実体法としての民
法典は 1900 年に施行されている（本稿注（1）参照）。
（26）　19 世紀のドイツでは、Windscheidt, Actio 論などローマ法の「actio ＝訴権」に起源し、
実体法と訴訟法との架け橋として考えられた「請求権 Anspruch」に関する研究が盛んであっ
たが、それは今日でいわゆる「債権譲渡」の概念の構築に向けられたものであったといわ
れる（我妻栄『近代法における債権の優越的地位』（1953 年、本文 1 頁以下、初出法学志林
29 巻 6 号～ 31 巻 10 号、1929 ～ 1931 年）31 頁以下。奥田昌道「ヴィントシャイトのアク

















なった」－上山・前掲書 180 頁、注 18．この対置峻別構成の意義については、日本民法に




































































読み取りにくいという問題がある。そして第 2 に、旧民法典の条文は、5 つの編の各編が改



















































は 1896 年に公布され、1900 年に施行された。現行日本民法典も 1896 年施行である。それぞ
れの民法典は個々の部分的な手直しはあるが基本的構成は維持されている。この間、日本では
1945 年の敗戦を境に 2 つの憲法体制を経験した（35）。1871 年に成立したドイツ帝国は 1900 年
にドイツ民法典を施行したが、1919 年の第一次世界大戦の敗戦で瓦解し、替わって成立した











































法の一部を改正する法律」（平成 16 法 147）によって「第一編」～「第三編」が句読点付の
ひらがな表記による現代語化が図られただけである。
（36）　ナチスの時代に「民族法典 Volksgesetz」計画があり、民法典 BGB からの決別が提唱さ
れたこともある－ Schlegelberger, Abschied vom BGB, 1937、我妻栄「ナチスの契約理論」
（法学協会雑誌 51 巻 12 号、1932 年、同『民法論集　Ⅰ』（1970 年）389 頁以下所収）、同「ナ
チスの民法理論」（法学協会雑誌 51 巻 4 号・5 号、1933 年、同『民法研究　Ⅰ』（1970 年）
241 頁以下所収）、同「ナチスの所有権理論」（牧野教授還暦祝賀法理論集、1938 年、同『民
法論集　Ⅰ』（1970 年）337 頁以下所収）、吾妻光俊「独逸に於ける私法理論の転回」（1939 年、
民法典の構成と民法の講義体系（1）（山本）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 18 －
一橋論叢 4 巻 175 頁以下）、ヴィーアッカー／鈴木訳 653 頁以下、広渡清吾「ナチス私法学
の構図」（2016 年、専修法学論集 126 巻 155 頁以下、後に同『ドイツ法研究』2016 年の第
1 章に所収）。広渡・前傾 182 頁には、「民族法典」が 8 編（第 1 編民族同胞、第 2 編家族、
第 3 編相続、第 4 編法的取引および責任、第 5 編所有権秩序、第 6 編労働、第 7 編企業、






典が用いられていたが、1975 年からドイツ民法典 BGB に代えて「市民法典 ZGB」が施行
された－ ZGB の成立過程につき山田晟『ドイツ民主共和国法概説　上巻』（1981 年）18 頁
および 25 頁以下、ZGB の内容につき同『同　下巻』（1982 年）163 頁以下、また伊藤進「ド
イツ民主共和国私法典（試訳）上・下」（1977 年、法律論叢 49 巻 3 － 4 号 151 頁以下、50
巻 1 号 111 頁以下）。ZGB は、市民個人相互間または市民と経営体（協同組合を含む）と
の間の契約に関して規律し、経営体相互の契約については別に 1965 年に「契約法（社会主
義経済における契約体系に関する法律 Vertragsgesetz; Gesetz über das Vertragssystem in 







義昭訳『フランス憲法史』（原典 1944 年初版。1995 年に原典第 13 版の翻訳）は、1870 年
の第二帝政まででさえ「制限君主制→共和制→独裁」の体制を 2 回くりかえしたという。




では日本民法典が適用され、1945 年の独立後も暫定的に 1960 年 1 月 1 日まではそのままで
あったが、同年同月同日からは独自に制定された大韓民国民法典が施行された。その基本




















（1970 年、「権利侵害論」の初出は 1925 年）263 頁以下、特に 426 頁。
（42）　法学部での講義をはじめ、経済学部などでもしばしば用いられていた代表的な有斐閣双
書の民法の教科書を例にする。谷口知平・於保不二雄監修／甲斐道太郎・乾昭三・椿寿夫編
集『新版民法概説 1 ～ 3』（1967 年初版）は版を重ねた教科書であるが、全 3 巻を通じて 26
名の執筆者がおられる。また、遠藤浩・川井健・原島重義・広中敏雄・水本浩・山本進一
編集の『民法 1 ～ 9』（1969 ～ 1971 年）は各巻が「民法総則」「物権」「担保物権」「債権総
論」「債権各論（契約総論）」「債権各論（契約各論）」「不法行為」「親族」「相続」にあてら
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フランス民法典
（1804年）
日本旧民法
（1890年公布）
ドイツ民法典
（1896年公布）
現行日本民法典
（1896年公布）
序章
第一編　人
　第一章　私権
　第二章　民事身分証書
　第三章　住所
　第四章　不在者
　第五章　婚姻
　第六章　離婚
　第七章　子
　第八章　養子
　第九章　親権
　　　　・
　　　　・
　　　　・
財産編　　
　総則
　第一部　物体
　　第一章　所有権
　　第二章　用益権
　　第三章　賃借権（等）
　　第四章　占有
　　第五章　地役
　第二部　人権及び義務
　　第一章　義務の原因
　　（合意・不当利得・不法行為）
　　第二章　義務の効力
　　第三章　義務の消滅
　　第四章　自然債務
財産取得編
　総則
　　第一章　先占
　　第二章　添付
　　第三章　売買
　　第四章　交換
　　　（以下、6種の典型契約）
　　・・・・・・・・・・・・
　　第11章　代理
　　第12章　雇用及び
　　　　　　　仕事請負の契約
　　第13章　相続
　　第14章　贈与及び遺贈
　　第15章　夫婦財産契約
債権担保編
　総則
　第一部　対人担保
　　　　　（保証・連帯債務等）
　第二部　物上担保
　　第一章　留置権
　　第二章　動産質
　　第三章　不動産質
　　第四章　先取特権
　　第五章　抵当
証拠編
　第一部　証拠
　第二部　時効
人事編
第一章　私権の享有及び行使
第二章　国民分限
第三章　親族及び姻族
第四章　婚姻
第五章　離婚
第六章　親子
第七章　養子縁組
第八章　養子の離縁
第九章　親権
第十章　後見
第11章　自治産
第12章　禁治産
第13章　戸主及び家族
第14章　住所
第15章　失踪
第16章　身分に関する証書
第二編　財産及び所有権の
　　　　　　　種々の変容
第一章　財産の区別
第二章　所有権
第三章　用益権、使用権
　　　　　　及び居住権
第四章　役権即ち地役権
第一編　総則
人・物
法人一般
法律行為
代理
消滅時効
自力救済　等
第一編　総則
人・物
法人一般
法律行為
代理
時効
（消滅時効
　　取得時効）等
第三編　物権
　占有
　不動産に対する
　　権利の一般規定
　取得時効
　所有権
　用益権
　担保物権
第二編　物権
　物権変動
　占有
　所有権
　用益物権
　担保物権
第四編　親族
第五編　相続
第三編　所有権取得の
　　　　種々の方法
　全21章中で
　　相続・合意一般・
　　合意なく形成される役務
　　夫婦財産契約
　　各種典型契約
　第20章　消滅時効
　第21章　占有及び
　　　　　　 取得時効
第四編　担保
　　第一章　人的担保
　　第二章　物的担保
第五編　マヨットに
　　　　　適用される規定
第二編　債務関係
　債務関係の内容
　契約と債務関係
　債務関係の消滅
　債権譲渡
　契約
　（売買等の典型契約）
　事務管理
　不当利得
　不法行為
第三編　債権
　債権の効力
　債権譲渡
　債権の消滅
　契約
 　（総則と典型契約）
　事務管理
　不当利得
　不法行為
第四編　親族
　婚姻
　親子
　養子縁組　等
第五編　相続
　法定相続
　遺贈　等
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